
法 令 及 び 定 款 に 基 づ く
インターネット開示事項

「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」「株主資本等変動計

算書」「個別注記表」につきましては、法令並びに当社定款第16条

の 規定 に 基 づき 、 インターネット 上 の 当社 ウェブサイト

（https://www.with-us.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様

に提供しております。

連結株主資本等変動計算書
連 　 結 　 注 　 記 　 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 　 別 　 注 　 記 　 表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）



( 自　2021年４月１日
至　2022年３月31日 )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 1 年 ４ 月 1 日 残 高 1,299,375 1,462,047 2,714,826 △354,663 5,121,585

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△642,866 △642,866

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,299,375 1,462,047 2,071,959 △354,663 4,478,718

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △152,867 △152,867

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,284,369 1,284,369

自 己 株 式 の 取 得 △220,814 △220,814

自 己 株 式 の 処 分 3,798 7,979 11,778

連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減

△213 △213

株主資本以外の項目の連結会計

年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 合 計

- 3,585 1,131,502 △212,834 922,253

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,299,375 1,465,632 3,203,462 △567,497 5,400,971

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株

予 約 権

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為替換算調
整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2 0 2 1 年 ４ 月 1 日 残 高 50,886 △73,101 △83 △22,298 28,409 220,459 5,348,155

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

△642,866

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

50,886 △73,101 △83 △22,298 28,409 220,459 4,705,288

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △152,867

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,284,369

自 己 株 式 の 取 得 △220,814

自 己 株 式 の 処 分 11,778

連結子会社株式の取得に
よ る 持 分 の 増 減

△213

株主資本以外の項目の連結会計

年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )
219,233 - △187 219,046 - 41,716 260,762

連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 合 計

219,233 - △187 219,046 - 41,716 1,183,015

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 270,119 △73,101 △270 196,747 28,409 262,175 5,888,303

連結株主資本等変動計算書

（注）　千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

連結子会社の数 18社

主要な連結子会社の名称

株式会社ブリーズ 株式会社佑学社 株式会社学習受験社

株式会社ＳＲＪ 株式会社レビックグローバル 株式会社吉香

　　株式会社ウィザスグローバルソリューションズ 株式会社グローバルウィザス

　　　　　　京大ゼミナール久保塾株式会社 アンガーマネジメント株式会社

他８社

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　当連結会計年度において、清算及び合併に伴い、子会社２社を連結の範囲から除外

しております。

　また、当連結会計年度において、新規設立及び株式取得に伴い、子会社４社を連結

の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

上海列必客科技有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。
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２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数　　　５社

主要な非連結子会社又は関連会社の名称

株式会社第一プログレス

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

①　非連結子会社

上海列必客科技有限公司

②　関連会社

株式会社エデュケーショナルパートナーズ

（持分法を適用していない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はいずれも、それぞれ当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業

年度に係る計算書類を使用しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

株式会社ブリーズ他５社の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。連結子

会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は12社であり、株式会社佑学社及び株式会社

学習受験社他５社（決算日２月末日）並びに株式会社レビックグローバル他４社（決算日12

月末日）は各社の決算日現在の計算書類を使用して連結決算を行っております。ただし、連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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③　リース資産

（所有権移転外ファ

イナンス・リース取

引に係るもの）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

５．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複

合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、評価差額を損

益として処理しております。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

教材 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方

法）によっております。

商品・貯蔵品 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によ

っております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。

(リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。

②　無形固定資産 定額法を採用しております。

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に応じた支給見積

額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内
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規に基づく当連結会計年度末における要支給額を計上しておりま

す。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用し

ております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省

略しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の

とおりであります。

①　学習塾事業

学習塾事業においては、小・中・高校生に対する授業の提供を主な履行義務としており

ます。そのため、提供する役務の進捗に応じて収益を認識することが合理的であると判断

し、授業の日数等により履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益

を一定の期間にわたり認識しております。また、取引の対価は履行義務の充足から概ね

1ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

②　高校・キャリア支援事業

高校・キャリア支援事業においては、主に通信制課程による高等学校に関する役務提供

を主な履行義務としております。そのため、提供する役務の進捗に応じて収益を認識する

ことが合理的であると判断し、生徒の在籍期間を基に履行義務の充足に係る進捗度を見積

り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。なお、一部履行義

務において当社グループの役割が代理人に該当する取引については、純額で収益を認識し

ております。また、取引の対価は主に前受にて受領しており、重要な金融要素は含まれて

おりません。

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあた

り、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算
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定式基準によっております。

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により、また、数理計算上の差異は発生年度においてそれぞれ処

理しております。

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

②　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、合理的な期間（５～７年）にわたり、定額法により償却を

行っております。
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６．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービ

スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる

金額で収益を認識することといたしました。これにより、従来は入会金等について一時

点で収益を認識しておりましたが、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度

に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。また、顧客との

約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である

場合には、代理人として純額で収益を認識する方法に変更いたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適

用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首

残高から新たな会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準第86項また書き

(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的

影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の売上高は70百万円減少し、売上原価は91百万円減少し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ21百万円増加しておりま

す。また、利益剰余金の当期首残高は６億42百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、

「流動負債」に表示していた「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて

表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第

19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、連結計算書類への影響

は軽微であります。
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７．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分掲記しておりました特別損失の「投資有価証券評価損」及び

「保険解約損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては、

「その他」に含めて表示しております。
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８．重要な会計上の見積り

(1)固定資産の評価

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　　　　　　　　 1,975,691千円

無形固定資産　　　　　　　　 1,542,673千円

②その他の情報

当社グループは主として学習塾事業、高校・キャリア支援事業を営んでおり、学習塾や

通信制高校の本校及びキャンパス校を運営していくための、自社所有の校舎（土地・建

物）、賃貸物件に係る内装工事（建物）、生徒情報の管理システム（ソフトウェア）、コ

ンテンツ提供のためのプラットフォーム（ソフトウェア）等を保有しております。

当連結会計年度において、「その他の注記事項」の減損損失関係に記載の通り、帳簿価

額が回収可能価額を下回る資産について減損損失51,713千円を計上しております。

この回収可能価額は以下の仮定をおいて見積もっております。

・主に学習塾事業や高校・キャリア支援事業を営む会社については教場を、その他の事業

を営む会社については当該会社をグルーピングの最小単位とし、グルーピング単位ごとに

将来キャッシュ・フローを割引いて算定しております。

・将来キャッシュ・フローは取締役会で承認された事業計画を基に、教場の所在地の人口

動態等の外部情報、直近の生徒数推移、直近の売上高等の内部情報を加味して算定してお

ります。

・将来キャッシュ・フローは主要な資産の経済的残存使用年数を見積り、その年数にわた

って算定しております。

・正味売却価額は、不動産鑑定評価等の一定の評価額や適切に市場価格を反映していると

考えられる指標を基に算定しております。

これらの見積りにおいて用いた仮定が、新型コロナウィルスの感染拡大を始めとする事

業環境の悪化等により見直しが必要になった場合、翌連結会計年度において、追加の減損

損失を認識する可能性があります。
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建物及び構築物 78,940千円

土地 90,615千円

計 169,555千円

一年内返済予定長期借入金 7,372千円

長期借入金 98,096千円

計 105,469千円

２.有形固定資産の減価償却累計額 4,456,590千円

△33,145千円

（連結貸借対照表に関する注記）
１.担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

３.土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しており

ます。

(1)　再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第３号、第４号、第５号により算出した方法

によっております。

(2)　再評価を行った年月日 2002年３月31日

(3)　再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

４.保証債務

取引先（株式会社ＪＢＳファシリティーズ）の建物賃貸借契約に係る契約残存期間の賃

料136,000千円について、保証を行っております。

（単位：株）

種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 10,440,000 － － 10,440,000

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１.発行済株式の種類及び総数に関する事項
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決 議 株式の種類
配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2 0 2 1 年５月 2 4日
取 締 役 会

普通株式 95,466千円 10.0円
2 0 2 1 年
３月31日

2 0 2 1 年
６月10日

2 0 2 1年 1 1月 1 1日
取 締 役 会

普通株式 57,400千円 6.0円
2 0 2 1 年
９月30日

2 0 2 1 年
12月２日

計 152,867千円 16.0円

決 議
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額

１株当た
り配当額

基 準 日 効力発生日

2 0 2 2 年５月 2 4日
取 締 役 会

普 通
株 式

利 益
剰余金

111,201千円 12.0円
2 0 2 2 年
３月31日

2 0 2 2 年
６月10日

２.配当に関する事項

(1) 配当金の支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

３.当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　92,800株

（金融商品に関する注記）
 (1)金融商品の状況に関する事項

  当社グループは、資金運用については短期的な預金等を利用し、資金調達については銀行

借入による方針であります。

  営業債権である売掛金及び授業料等未収入金並びに長期貸付金に係る顧客の信用リスク

は、与信管理規程に沿って期日管理及び与信管理を行い、顧客の信用状況を把握する体制と

しております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っております。

  差入保証金及び敷金は、主として教場の賃借契約に基づくものであり、解約時に返還され

るものであります。

  営業債務である買掛金及び未払金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日でありま

す。

  借入金のうち短期借入金は、主に運転資金のための、長期借入金及びリース債務は、設備

投資のための資金調達であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取

引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

　なお、デリバティブ取引については、稟議規程に基づき行うこととしております。

－ 11 －



連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)　投資有価証券

　　　その他有価証券(*2) 1,057,266 1,057,266 －

(2)　差入保証金及び敷金 1,212,007 1,210,460 △1,547

資産計 2,269,274 2,267,727 △1,547

(1)　長期借入金 1,497,040 1,492,886 △4,153

負債計 1,497,040 1,492,886 △4,153

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 57,963

関 係 会 社 株 式 69,653

 (2)金融商品の時価等に関する事項

  2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

　(*1)「現金及び預金」「売掛金」「授業料等未収入金」「買掛金」「未払金」及び

　　　「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので

　　　あることから、記載を省略しております。

　(*2)市場価格のない株式等は「(1) 投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

　　　当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 (3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 601,891 － － 601,891

　　社債 － 100,271 － 100,271

　　その他 － 355,104 － 355,104

資産計 601,891 455,375 － 1,057,266

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金及び敷金 － 1,210,460 － 1,210,460

資産計 － 1,210,460 － 1,210,460

長期借入金 － 1,492,886 － 1,492,886

負債計 － 1,492,886 － 1,492,886

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債等

は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時

価をレベル２の時価に分類しております。

　　差入保証金及び敷金

　差入保証金及び敷金の時価は、過去の実績から見積もった平均賃借期間をもとに将来キャ

ッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しており、レ

ベル２の時価に分類しております。

　　長期借入金

　これらの時価は、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額と、当該債

務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、

レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）

区　　分

当連結会計年度

（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

学習塾事業

　一時点で移転される財 －

　一定の期間にわたり移転される財 6,838,857

計 6,838,857

高校・キャリア支援事業

　一時点で移転される財 103,585

　一定の期間にわたり移転される財 7,627,266

計 7,730,852

その他

　ICT教育・能力開発事業 920,409

　ランゲージサービス事業 831,079

　その他 1,313,838

計 3,065,328

顧客との契約から生じる収益 17,635,038

その他の収益 －

外部顧客への売上高 17,635,038

（収益認識に関する注記）
 (1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」区分の「その他」には、広告事業、企業内研修ポータルサイト事

業、幼児・学童英語事業及びヘルスケア事業等を含んでおります。

 (2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「５．会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のため省略して

おります。
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 (3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並

びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると

見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は、主に高校・キャリア支援事業において前受にて受領した取引の対価であり、

連結貸借対照表上、契約負債として表示しております。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額

は、5,965,143千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありま

せん。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額は

ありません。

１株当たり純資産額 604.07円

１株当たり当期純利益 135.74円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 134.43円

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 1,284,369千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,284,369千円

普通株式の期中平均株式数 9,461,731株

普通株式増加数 92,664株

（１株当たり情報に関する注記）

※ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次の

とおりであります。

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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用途 場所 種類 減損損失

教場
事業用設備 大阪市他　計21校 建物・附属設備等 37,248千円

自社所有建物 岸和田市他　計２校 建物・附属設備等 6,878千円

その他 東京都港区 ソフトウェア他 7,586千円

合計 51,713千円

（その他の注記事項）
減損損失関係

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位でグルーピングしており

ます。学習塾事業、高校・キャリア支援事業については教場ごと、その他の事業につ

いては主に該当会社ごと、賃貸資産、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グしております。

当連結会計年度において、業績の低迷などにより収益性が悪化している資産グルー

プについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。

その内訳は、建物及び構築物38,737千円、有形固定資産（その他）5,314千円、ソ

フトウエア6,689千円、その他972千円であります。

なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却価

額は零又は売却見込額等合理的な見積りにより評価し、使用価値は、一部の資産グル

ープについては、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、

回収可能価額を零としております。
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( 自　2021年４月１日
至　2022年３月31日 )

（単位：千円）

株 主 資 本

 資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

その他資本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

2 0 2 1 年 ４ 月 1 日 残 高 1,299,375 1,517,213 3,927 1,521,141 158,450 1,776,088 1,934,538

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△642,866 △642,866

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

1,299,375 1,517,213 3,927 1,521,141 158,450 1,133,221 1,291,671

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △152,867 △152,867

当 期 純 利 益 1,113,505 1,113,505

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 3,798 3,798

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

- - 3,798 3,798 - 960,638 960,638

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,299,375 1,517,213 7,726 1,524,940 158,450 2,093,859 2,252,309

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計自　己
株　式

株主資本
合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土 地
再 評 価
差 額 金

評 価 ・
換算差額
等 合 計

2 0 2 1 年 ４ 月 1 日 残 高 △354,663 4,400,391 50,339 △73,101 △22,761 28,409 4,406,038

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△642,866 △642,866

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高

△354,663 3,757,524 50,339 △73,101 △22,761 28,409 3,763,171

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △152,867 △152,867

当 期 純 利 益 1,113,505 1,113,505

自 己 株 式 の 取 得 △220,814 △220,814 △220,814

自 己 株 式 の 処 分 7,979 11,778 11,778

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

218,724 - 218,724 - 218,724

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

△212,834 751,602 218,724 - 218,724 - 970,327

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △567,497 4,509,127 269,064 △73,101 195,962 28,409 4,733,499

株主資本等変動計算書

（注）　千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

－ 17 －



個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

(3) リース資産

（所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係る

もの）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　　　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、組込デリバティブを区分して測定すること

ができない複合金融商品は、複合金融商品全体を

時価評価し、評価差額を損益として処理しており

ます。

　　　　　　　　　　　　　　　市場価格のない株式等

　　　　　　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法によっておりま

す。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

教材 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの

方法）によっております。

商品・貯蔵品 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）に

よっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。

（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに

（リース資産を除く） ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

(4) 長期前払費用 定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に応じた支給見

積額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債

務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により、また、数理

計算上の差異は発生年度においてそれぞれ処理しております。

(4) 関係会社事業損失引当金 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する投資金

額及び債権金額を超えて当社が負担することとなる損失見込額

を計上しております。

４． 重要なヘッジ会計処理の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用して

おります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略

しております。

５．重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

①　学習塾事業

学習塾事業においては、小・中・高校生に対する授業の提供を主な履行義務としており

ます。そのため、提供する役務の進捗に応じて収益を認識することが合理的であると判断
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し、授業の日数等により履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益

を一定の期間にわたり認識しております。また、取引の対価は履行義務の充足から概ね

1ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

②　高校・キャリア支援事業

高校・キャリア支援事業においては、主に通信制課程による高等学校に関する役務提供

を主な履行義務としております。そのため、提供する役務の進捗に応じて収益を認識する

ことが合理的であると判断し、生徒の在籍期間を基に履行義務の充足に係る進捗度を見積

り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。なお、一部履行義

務において当社の役割が代理人に該当する取引については、純額で収益を認識しておりま

す。また、取引の対価は主に前受にて受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ

ん。
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６．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することといたしました。これにより、従来は入会金等について一時点で収益を

認識しておりましたが、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益

を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。また、顧客との約束が財又はサ

ービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合には、代理人

として純額で収益を認識する方法に変更いたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新

たな会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める

方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約

変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度

の期首の繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の売上高は70百万円減少し、売上原価は91百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ21百万円増加しております。また、繰越利

益剰余金の当期首残高は６億42百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」

に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示することといた

しました。

 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することといたしました。これによる、計算書類への影響は軽微で

あります。
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７．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度まで区分掲記しておりました特別損失の「役員保険解約損」「固定資産除

却損」及び「投資有価証券評価損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度

においては、「その他」に含めて表示しております。
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８．重要な会計上の見積り

(1)固定資産の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　　　　　　　　 1,454,498千円

無形固定資産　　　　　　　　　　87,761千円

②その他の情報

当社は主として学習塾事業、高校・キャリア支援事業を営んでおり、学習塾や通信制高

校の本校及びキャンパス校を運営していくための、自社所有の校舎（土地・建物）、賃貸

物件に係る内装工事（建物）、生徒情報の管理システム（ソフトウェア）等を保有してお

ります。

当事業年度において、帳簿価額が回収可能価額を下回る資産について減損損失40,249千

円を計上しております。

この回収可能価額は以下の仮定をおいて見積もっております。

・主に教場をグルーピングの最小単位とし、グルーピング単位ごとに将来キャッシュ・フ

ローを割引いて算定しております。

・将来キャッシュ・フローは取締役会で承認された事業計画を基に、教場の所在地の人口

動態等の外部情報、直近の生徒数推移、直近の売上高等の内部情報を加味して算定してお

ります。

・将来キャッシュ・フローは主要な資産の経済的残存使用年数を見積り、その年数にわた

って算定しております。

・正味売却価額は、不動産鑑定評価等の一定の評価額や適切に市場価格を反映していると

考えられる指標を基に算定しております。

これらの見積りにおいて用いた仮定が、新型コロナウィルスの感染拡大を始めとする事

業環境の悪化等により見直しが必要になった場合、翌事業年度において、追加の減損損失

を認識する可能性があります。
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建物 4,446千円

土地 37,875千円

計 42,321千円

該当事項はありません。

２. 有形固定資産の減価償却累計額 3,804,026千円

短期金銭債権 78,051千円

短期金銭債務 165,371千円

長期金銭債権 76,210千円

△33,145千円

（貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

３. 関係会社に対する金銭債権債務

４. 取締役及び監査役に対する長期金銭債務

長期未払金の一部は、2014年６月26日開催の第38回定時株主総会において承認可決さ

れた取締役の退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給にかかる債務であります。

５. 土地再評価法の適用

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しており

ます。

(1)　再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第３号、第４号、第５号により算出した方法

によっております。

(2)　再評価を行った年月日 2002年３月31日

(3)　再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

６. 保証債務

子会社（株式会社学習受験社）のリース契約額98千円及び取引先（株式会社ＪＢＳファ

シリティーズ）の建物賃貸借契約に係る契約残存期間の賃料136,000千円について、保証

を行っております。
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売上高 25,805千円

仕入高 252,159千円

その他の営業取引 822,213千円

営業取引以外の取引高 18,109千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（単位：株）

種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 893,328 300,022 20,100 1,173,250

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項
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繰延税金資産

賞与引当金 48,466千円

未払事業税 21,720千円

貸倒引当金 17,533千円

投資有価証券評価損 517,570千円

退職給付引当金 272,456千円

減損損失 291,704千円

減価償却超過額 21,542千円

資産除去債務 187,411千円

長期未払金 14,548千円

その他 129,568千円

小計 1,522,523千円

評価性引当額 △998,980千円

繰延税金資産合計 523,543千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 94,862千円

資産除去債務に対応する除去費用 22,827千円

繰延税金負債合計 117,689千円

繰延税金資産の純額 405,853千円

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又 は
出資金
(千円)

事 業 の
内容又は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社
株式会社
ブリーズ

大阪市
中央区

93,000 広告事業
所有

直接100％
当社仕入先

広告制作物
の購入等
(注１,２）

604,405 買掛金
(注２）

1,133

固定資産の
購入等
(注１,２)

7,630
未払金
(注２）

118,659

種 類
会社等の

名称又は氏名
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

主要
株主

堀川一晃
被所有
直接2.38％
間接10.28％

嘱託相談役
相談役報酬
の支払
（注１,２）

18,000 － －

（関連当事者との取引に関する注記）
１．子会社

（注１） 価格その他の取引条件につきましては、市場実勢を参考に決定しております。

（注２） 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

２．主要株主

（注１） 経営管理全般に係る助言、相談に関する契約を締結し、報酬金額については、その助

言等、関与度合を勘案し決定しております。

（注２） 取引金額には消費税等は含まれておりません。
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（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「注記事

項（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。

１株当たり純資産額 507.74円

１株当たり当期純利益 117.69円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 116.54円

損益計算書上の当期純利益 1,113,505千円

普通株式に係る当期純利益 1,113,505千円

普通株式の期中平均株式数 9,461,731株

普通株式増加数 92,664株

（１株当たり情報に関する注記）

※ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次の

とおりであります。

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記事項）
該当事項はありません。
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